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r3. 11後社会Jと投会教賓の課題についての若干の考察

-~月刊社会教育3 掲載記事の分析か

手打明敏

はじめに

2011年3月 11日に発生した大震災に伴って東日本の沿岸地域を襲った津波は、死者l万 5854

入、行方不明者 3155人と t，づ甚大な被害をもたらした(朝日新開 2012年 3月 12日朝刊)。さ

らに、その蓑後に起きた福島第 l原子力発電所の原子炉爆発による放射能汚染は地幾、津波対

策を軽視してきた(株)東京電力による人災でもあった。原発の機能停止にともなう

と放射能漏れは、罵辺地域住民の生活そのものを崩壊させ、

を余儀なくさせたのである

本稿は 3.11から 2年が経過した時期に執筆しているが、

る。被災地域の人びとは、護災直後の人命救助、衣食住を確保する

しんだ地域からの避難

だ山積してい

の再建、復興という日常生活をとりもどす課題に直面している。{反設住宅に居住している人々

はもちろんのこと、他地域に避難している人々、被災地にとどまりや活を取り浜そうとしてい

る人々、それぞれに、人間関係の構築、コミュニティの再建;こ取り組んで、い

力の進める復興・再建計菌や補償の進め方;こ対する疑問や不十分さを問う取り組みも

まっている。

鈴木敏正は、 f3.11後社会Jは f3.11前社会j の理解を前提とするが、それは戦後社会を越

えて近代社会、さらには自然一人間一社会の全体的見直しに至るであろう、と指摘している

鈴木は、 f3.11後社会Jを見通すためには、膨大な開発予算と交付金を媒介にした中央と地方

の「二つの原発ムラjの関係、原発を支えてきた労働者の労働と生活の構造、「被爆労働者で作

られた電気j を利用した生活への反省など、社会科学的知見を含んだ「現代的教養j を獲得す

ることが不可欠になってきている、と論じている

震災から 2年が経過して、さまざまな立場から被災地域の 3.11後についての報告や検証、論

評が行なわれ、被災地域の復興の実態と課題が明らかにされつつあるO 本稿は社会教育の観点

から、被災地の復!日・復興のプロセスにおいて、「学びjを通した「地域づくり」を標携してき

た f社会教育j の施設や関係団体はどのように関与してきたのかを明らかにすることを課題と

する。この一課題を究明するためには、被災地のフィーノレドワークや社会教育関係者へのインタ

ヴューなどをもとに多角的な分析が求められる。本稿では研究の第 1段階として、被災地の復

筑波大学人間系教授
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興支援にかかわった社会教育関係者、ボランティア、そして被災地の住民が発信した「メッセー

ジj を考察対象とする。対象とするのは社会教育の啓蒙的雑誌である『月刊社会教育~ (国土社)

誌に掲載された記事である。『月子IJ社会教育』は、社会教育関係職員や社会教育にかかわる市民

や研究者によって組織されている民間教育団体である社会教育推進全国協議会によって編集・

発行されている。

1. 3. 11後の社会の課題

『月干Ij社会教育J誌の記事分析をおこなう前に、東日本大震災はどのような課題を提起した

のかを1食言すす一ることにしたい。

3. 11後のわが国社会にとって深刻かっ長期にわたる被害をもたらしのたが福島原発事故で

あったことは、衆自の一致するところであろう。この事故を契機として日本全国に設置されて

いる 50基(2012年 11月現従)4の原発の再稼働をめぐる問題は多くの留民の関心をよび、脱原発、

再生エネルギーを志向する世論が高まりつつある。これまで広く信じられてきたほ言じ込まさ

れてきた)原発の f安全神話j、「クリーンエネルギーj ということ自体が、根拠のないことで

あったことを日本国民のみならず世界の多くの人々が「体験的Jに学んだのである。しかし、

いわゆる I原発ムラJといわれる政・官・財と研究者を含む原発推進勢力による「電力不足j

キャンベーンによる原発再稼働に向けた準備が進められ、 2012年 6月には福井県大飯原発が再

稼働した。原子力安全規制委員会の定める安全基準をクリアした原発は再稼働していくという

政府方針に従った動きが強まっているのが現状である。『月刊社会教育』誌は、 f原子力発電j

の「安全神話j キャンベーンに対してどのようなメッセージを発してきたのかに着呂したい。

原発事故を含む過酷な複合的災害をもたらした東日本大震災は、地球的環境問題と社会的排

除問題の典型的事例であり、それが最も深刻な形で現れているのが 3.11後の被災地である。そ

うした過酷な状況下にある被災地の人々の生活の復興・再生の道筋を、われわれはどこに見出

すことが出来るのか。

このことを考えるにあたり、 1995年 1月 17日に発生した板神淡路大震災の復興のプロセス

で何が問題となったかを参照すること有効であろう。雑誌『世界~ 2000年 2ft]号は、「阪神淡

路大藤災 5年j の特集を組んでいるが、そのなかで共同アピーノレ「被災地からの訴えが掲載

されている。この共同アゼーノレの一部を紹介しよう。

f大幾災後 5年を経過しても、被災地市民の生活は未だ再建されていない。「自力j復興を余

儀。なくされていた市民は、行政の都市計画の強行決定による負担と住宅の二重ローン、そして

不況と人口減による小売業の不振など苦難を強し 1られている。(車各一引用者、以下関じ)今求め

られているのは、震災の教訟を生かした都市づくりを行うことである。教訓は、効率性を最優

先する宮様主導の都市づくりではなく、市民の生命の安全と暮らしの安定を図ることである。

さらに市民主体のもと、環境を保全しコミュニティや共同体を重視したまちづくりこそ、人々
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が安心して住める街であり、防災機会をにおいても優れているのである。(路)市民が交流と学習

を広め深め、 f自分たちのまちを自分たちでつくっていく jプロセスこそが、民主主義的市民社

会へつながる。j

アピーノレは、行政主導による都市計画にもとづくまちづくちではなく、被災地の再建・復興

にあたり市民主体によるコミュニティや共肉体を震設したまちづくりを提唱している。そして

そのためには、市民が交流と学習を広め深めることの必要を訴えている。東日本大緩災の被災

地域において、市民の交流と学習の場として社会教育主主設が果たした(果たしつつある)役割

について F月刊社会教育J誌は、どのようなメッセージを発活してきたのかに着目したい。

雑誌 F世界別冊~ (2012年 1月発行)は特集『破局の後を生きるjで被災地の人々の手記を

しているが、肉親を失った悲しみ、故郷を奪われた梅しさなど 3.11当日とその後におきた

出来ごとのなかでの人々の患いが綴られている。被災地の人々はこうした f怒しみJ、f悔しさj

を乗り越え生活の再建、地域の復興に取り組んで、いるが、その道のりは決して平たんなもので

はないと思われる。「希望学Jを提唱した玄田有史は f複輿という名の希望をつくるために iで

次のように記している。少し長くなるが引用することにしたいc

「これから被災地の復興を進めていくなかで、もっとも厳しく辛いのは、地域内に様々な対

立や段擦が生まれ、ときとして先鋭化していくことである。(路)今、住宅を失ぜったほとんrの

人が仮設住宅に移り住んだ号、いったん地元を離れるなどしながら、生活する環境をそれなり

に整えつつあるo (路)このような状況になると、これから希望することに被災者ごとに多様さ

が増してくる。もっと住み心地の良い仮設住宅を何よりも望む人もいるだろうし、

き口を求めて経済振興を最鐙先することを昌治体や市町村に望む人もいるだろう。ま

についても、高台への集団移転が望ましいという戸もあれば、被災した土地をかさ

の場所で暮らし続けたい人もいる。それらの意見をすべてくみ取り、全員が満足する着地点を

見つけ出すことは、途方もなく難しい作業になる。(路)しかし地域内での対立は、復興に不可

欠なプロセスでもある。対立と緊張を自分たちの力で乗り越え、ギリギリの合意を形成し、そ

の後一致して協力していくことがない限り、復興はなし得ない。だとすれば、住民や関係者向

土の粘り強し 1対話を繰り返す以外、対立を克服する活路を見出す方法はないのだ。J6 

玄留は、様々な対立や乾撲を乗り越えるべく根気よく対話を繰り返すことが、あるときから

復興を加速させていくのだと、今は信じたいと述べている。自分だけでできないことは、遠慮、

なく誰かに助けを求め、お互いに他人の力を借りながら、こなしていく、そんな行動の積み重

ねが広がる先に玄田は希望を見出している。玄田は「希望を持つとは、先がどうなるかわから

ないときでさえ、何かの実現を追い求める行為です。安心が確実な結果を求めるものだとすれ

ば、希望は模索の過程(プロセス)そのものです。J7と、希望と安心の違いを説明している。

震災直後には、「災害ユートピアj といわれる、利他的な行為にもとづく「特別な共同体jが

立ち上がることが知られている。例えば、 2005年8月にハリケーンカトリーナに襲われたアメ

リカ南部ニューオリンズ市内およびアメリカ層内では次のような市民の行動が見られたのであ

-5-



る。

r7Kや食料、おむつなどの支給を手伝い、逃げ遅れた人々の保護をかつて出た若者たち。隣人

を救出し、自分の家に避難させた住民。ボートで救助に乗り出した何吉人いや何千人もの人々。

彼らは自衛のために武器を携帯しながらも、同時に深い同情心に駆られ、汚水の中に取り残さ

れた人々を発見し、安全な場所へと運んだ。被災の数週間後に、インターネットサイトを通じ

て、進んで赤の他人の被災者を自'毛に受け入れた 20万人もの国氏。J8 

大'1参事:に直面すると「人間は利己的になり、パニックに絡り、退行現象が起きて野蛮になる

という一般的なイメージj甘は真実とは手自室いものであり、人々は利他的な行為を示すことのほ

うが多いのである。

大惨事に際して人々はなぜ利他的な行為を行うかを究明することは本稿の課題ではない。本

格では、東日本大藤災の被災地域においても f災害ユートピアj が見られたのか、そのことを

『月刊社会教育J誌はどのように記録しているのか、そして「災害ユートピアj が終駕した後

に「希望をつくるためj にどのようなメッセージを発信しているのかに着目する。

これまでの検討から、本格では r3.11後社会jの課題に『月刊社会教育』誌がどのようなメッ

セージを発してきたかを考察する視点として、①震災直後から復興過程での社会教育施設の果

たした役割、② f災害ユートヒ。アj の出現と地域づくりの課題、③被災地の復興支援と学習課

題、④ r3.11後社会j の構想、と社会教育の課題、という 4点を設定する。

表1(次頁)は、『月刊社会教育』誌に東日本大震災関係の記事が初めて掲載された 2011(平

成 23)年 5月 (667号)から 2012年 12月 (686号)までに掲載された東日本大震災関係、の報

論文等を時系列に記載したものである。以下では、上記に設定した4つの観点からこれら

の記事の分析をおこなれなお、『月刊社会教育』誌は社会教育全国協議会が編集を行っている

ので、執筆者は社会教育推進全国協議会のネットワークのなかで選択されているという特性が

あることをお断りしておきたい。

2.社会教湾施設が果たした役割

まず、はじめに、震災直後から社会教育施設がどのような役割を果たしたかを見てみること

にしよう。

2-1. 避難所としての機能

『月刊社会教育』誌上に東日本大震災関係の記事が初めて掲載されたのは、 667号 (2011.05) 

に仙台市青葉区中央公民館職員の緊急レポート「東北関東大震災一救援、復興支援の現場から

--.1 (今J11義博)である。このレポートで今)11は、恨の前に避難者がいて「避難所ではなし1か

らダメ j とはいえない状況がそこにありました。J(p. 70) !o、「避難所と化した学校、幼稚菌、

市民センターは、在勤していた職員を中心に避難所運営が開始されました。J(pp. 70'"'-'71)と報
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告しているように、職員の判断により指定避難場所になっていなかった市民センターが避難所

としての役割を果たしたのである。今川は、「自の前の事態にどう向き合い、そこにいる人(職

員、避難者共に)がどう考えて行動するか、現場力に尽きるように患います。J(p. 71) と記し

ている。

被災直後の混乱した状況を宮城県七ヶ浜町生涯学習センターの職員は、「避難所に指定されて

いる生法学習センターは大津波警報により地震直後から 1000人を超える避難者で、あふれたO し

かし、食糧や毛布等の災害用備蓄がほとんどなかったため、着の身着のままで避難し、津波に

より帰る家を失った住民からは落胆と批判の声があがった。宮城県七ヶ浜町生涯学習セン

ターーたくさんの人の力で支えられた三ヶ月一(鈴木歩)、 670号、 (2011.08)、p.54) と報

告している。緩災から三カ月が経過し、まだ生涯学習センターが避難所として運営されている

状況の中で、「サークノレはいつから始められるのか、今年の講座はやらないのか、という問い合

わせも相次いだJことから、社会教育施設としての役割を求められていることを実感したと鈴

木は記している。

被災地における図書館の果たした役割についての報告が 676号 (2012.02)に掲載された f災

関館、そして希望の場としての図書館一宮城県気仙沼図書館からjである。館長の八木は、

「臨書館を開館したのは 3月 30S。避難所で不安におののいている市民に、やすらぎの場を提

供する意味もあった。J(p. 12) と記している。

また、自本図書館協議会常務理事で東B本大震災対策担当の西野一夫は、「災害とナショナノレ

センターの役割を考えるJ676号 (2012.02)を寄稿している。このなかで西野は、日本図書館

協議会が東日本大緩災復興支援として取り組んだ rHelpToshokanJ活動紹介している。西野は、

東日本大幾災に際して図書館のとったさまざまな対応を総括して、①災害時における情報発信

墓地としての図書館、②被災者の居場所としての図書館、③復興のためのコミュニティの核と

しての図書館、を指摘している。

被災地域の後輿に公民館が果たした役割について「公民館の力をあわせて震災復興一岩手県

大船渡市の地区公民館から-J (684号 (2012.10)近藤均)が詳しく報告している。

大船渡市内には、市町村合併以前の町村単位に 11の地区公民館が設置され、館長、主事等が

教育委員会から委嘱され、運営は社会教育振興費補助金とそれぞれの地匿住民が負担する公民

館喪2で事業を推進している。この地区公民館は、社会教育法に基づいて市の条例によって設置

されているが、実際には「住民自治組織j と一体化した地域公民館のまとめ役としても機能し

てきている。一方、地域公民館は自主運営札織で、大船渡市の設置条例によって設置されてい

る札織ではなく、新築の際は教育委員会から若干の補助金を支給されるが、建設費のほとんど

を地区住民が負担して建設し自主運営している組織である。しかし、現実には市内のどの地区

でも、地区公民館の下部組織として、住民生活、地域の行政的誌題、社会教育的課題に対応し

た自治活動を行なっているのが地域公民館である。 (684号、 pp.41 '"'-'42) 

断水、電話不通、道路分断不通のなかで活躍したのが、地域公民館ごとに
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組織された吉主防災札畿で、あったと、地芝公民舘長の近藤はf地域公民館長をジーダーとして、

避難者の名簿作成、食撞確保、防寒対策、地!R公民館に設寵されている市の救援本部との連絡

と役割分担して活動を展開した。J(p. 43) と記している。

震災後の地区公民館が果たした役割について、「住宅被災企浅は、津波の被害だけでなく、地

震で家屋に被害を受けて住むことができなくなった金氏も多く、町民すべての世話を公民館が

行なわざるを得なくなり、社会教育の壌である地区公民議は、完全に末u誇地区住民のより所と

しての行政活動拠点とならざるを得なくなってしまった。J(p. 44) と記している。こうした経

緯から、地域公民館長 18人を中心;こ末崎町復輿推進委員会を組織して、担了の稜10• 

取り組むことになったのは当然の流れである、と近藤は捉えている。

このように社会教育抱設が避難所として機能したことについて、議島大学の千葉|美子は「東

E本大震災と社会教育J(677号、 (2012.03) )のなかで、 f地譲・津波あるいは原発事故によっ

て住まいを失った避難者が、雨嵐を凌ぐために最初に科用した公共施設が学校の体育館であり

公民館だ、ったことを踏まえれば、災害等の非常時に学校や公民館の果たす役割が大きいととは

否定しえない事実で、あるJと公民館が避難所として果たした役割を評価しつつ次のように問う

ている。

f学校や公民館が本来的な教育機能を果たせないで、社会教育・公民鵡の存在意義を証明し

たことになるだろうか。(路)避難所は単なる雨j訟をしのぐ器ではないことも留意しなければな

らない。避難者が安心して身を委ねるための寝呉や衣服、生活備品が必要であり、器科j卒論〉コ

ントローノレするノレーノレが必要であり、できるだけ ifl

ある。その点、学校では教部簡の連携、地域住民と よってスムー

されたところが多かったのに対し、地域と密接な関係を構築してし 1るはずの公民館が地域住民

との連携・共同がうまくできず、避難所運営に支障を来す場合が少なくなかったとしづ事実を

私たちは重く受け止めるべきだろう。J(p.6) と論じ、地域から軍離しつつある公民館のありょ

うが関われていると指摘している。

3. r災害ユートピアj の出現・消滅と地域づくりの諜題

被災地域の避難生活について『月刊社会教育J誌がどのように紹介しているのかをみてみる

ことにしよう O

3 -1. r災害ユートピアj の出現

2011年 7月の 669号に掲載された「岩手県沿岸南部の被災地から-震災からニカ月-Jにお

いて、岩手県社会教育主事佐藤真は次のように報告している。

f全てのライフラインが断たれ、不安と混乱状況にもかかわらず、近隣の地域住民が多いこ

の避難場所は、お互いに身を寄せ合い、驚くほど秩序を保ち協力的だった。持っている食べ物
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を分け合い、お互いに、身内の安否について励まし合った。J(p. 62) 

670号では、宮城県七ヶ浜町生涯学習センターの鈴木歩が、「不E民不休状態の深夜、水が{可否

ケースも届き数人の職員で搬入したこともあった。声をかけたところ f職員だけでやろうとし

なくていいんだから。人はいっぱいいるんだから声をかけて!J (p. 55)そういってくれた避難

者の自発性に救われた、と報告している。

また、特定非営利活動法人 ]EN::j5巻事務所コミュニティ支援部の伊藤拓は 672号 (2011.10) 

で、「地域に根ざしたコミュニティスペースができたJで次のように報告している。

「津波があったけども、そのおかげで、こうして皆さんに出会うことが出来ました。近隣の

人たちとも、お互い苦しい状況のなかで、助け合って、しゃべるようにもなりました。もちろん

津波は決していいことではないんだけども、マイナス面だけで、はなかったです。考えようって

いうのかな・・・・(中略)違う俣IJ活から考えたら、あの・・幸せ、っていうか・・・津波に流

されて幸せってことはないんだけども・・・そういうふうな思いですね。J(p. 53) 

以上の報告に示されている人々の利他的行動は、 fはじめにJで指摘したレベッカ・ソノレニッ

トのいう f災害ユートピアj が東日本大震災の被災地域において出現したことを示している。

3-2. r災害ユートピアj の消滅と地域づくりの課題

しかし、どこでもそうであるが「災害ユートピアj は長くは続かないのである。震災からほ

ぼ1年たった時期に刊行された 677号 (2012.03)には次のような記事が掲載されている。

「八月のお盆訴には、避難所の人たちのほとんどが仮設住宅に移った。そこでまた新たな問

題が発生してきた。避難所でスクラムを組んでお互い励ましあってきた人たちが、みんなバラ

バラになってしまったので、ある。あの過酷な避難所暮らしから解放されたかに見えたのに、今

度は孤独と不安のなかに追い込まれてしまった。J(p.25) 

震災直後、福島原発の放射汚染により全村避難を余儀なくされた自治体の一つである飯館村

についていち早くレポートした千葉悦子は、「避難イコーノレ生命・健康の確保には繋がらない。

真の生命・健康を確保するには、暮らしの安定、家族や地域のつながり、生き甲斐・誇りの持

てる労働や活動などが前提にならなければならないことを重く受け止めたい。J(W月刊社会教

育~ 668号、 2011.06、p.75) と指;脅している。

被災地支援に従事した NPO法人 ]EN石巻事務所の伊藤拓は、 NPOの支援課題として「今後は、

地域の人間士のつながりを組織化し、個別の生活課題を地域の課題として、住民たちが協同で

解決していくことのできる仕組みを整えることが必要と考えています。J(672号 (2011.10) 

p.53) と言己している。

被災地の住民間士だけでなくボランティアとの「つながり jを具体化する取り組みの事例が、

671号 (2011.09) に掲載された「必要迫られる f循環型支援~-コミュニティスペース「亘理

いちごっこj一J(馬場熊子)である。馬場は、 f互理いちごっこj設立のt封毒について「復興

は一、二年で済むものではないでしょう。支援も長続きするものでなければなりません。その
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ためには限界がある持ち出しではなく、循環するものでなければならないと思案しました。そ

こで「亘理いちごっこjを立ちあげたのです。J(p. 53) と説明している。

こj の活動を次のように紹介している。

r r亘理いちご、っこjは、擢災証明をお持ちの方には無償で、食事を提洪する活動を行なってい

ます。地域の方を始め、支援してくださる方は、 OnePlateニ OneCoin (500円)以上の志を

いただいて食事をしていただきます。デザートや欽み物はどなたにも一律 150Iヰですむ

二カ月にして、試行合隷しつつも循環する支援を確立させることができましたoJ (p. 53)。

は、被災地から少し離れたところでは、すで;と議災の風化が進んでし¥ることに危機感をもち、

「被害は被災地だけでどうこうできるレベルで、はあちません。問中、世界中が対処してし市λな

「亘理いちご、つ

ければならないことです。 j義化させないために「互理いちごっこjでは、

支援物資にも心をつなげる努力を行っています。 (p.53) と記じてい

福島原発の放射能汚染にさらさいふも宵向幽十品仏爪蹴い介片加品、

3.11以降も天栄村にとどまったのは、

たことで、希望の道を考えることができたからであると記している。その決意というのは、 rI主

分たちは日本ーの米を作る過程で放射性物笈の吸収抑制の研究を行なう。補穣ばかりに頼って

し1られない、自分たちでできることから行なっていく J(W月刊社会教育~674 号、 201 1. 12、p.57) 

というもので、あった。

ここに紹介した事例は、確実な結果を求めるものではなく、 rf可かの実現を追い求め

であり f希望をもっJことを志向した活動であるc

4. 被災地の復興支援と学習課題

被災地の復興支援のなかで、どのような学習課題が認識されたのであろうか。

4-1. 福島原発事故と学習課題

東日本大震災は、未曾有の被害をもたらした自然災害というだけではなく、福島原発事故に

よる放射能汚染をもたらしたという意味で、 r3.11前社会j において電力会社等が振りまいた

f原発安全神話j と電力会社の「技術的過信j と「慢心j による人災でもあったO

r3.11後社会Jにおいて、「原発問題j を学習課題として取り上げられているが、『丹刊社会

教育』はそうした動きをどのようにとらえているかをみてみることにしたい。

673号 (2011.11) に、高木基金事務局の菅波完の「し 1ま、「市民科学j をどのように学び、

実践するかj が掲載された。菅波は、 rr市民科学j としづ考え方も、原発問題に限ったもので

はなく、現代の科学技術のさまざまな分野に関わるものであり、縮分化された「職業科学者j

のかかえる根源的な問題をも視野においたものである。「市民科学jを単なる原発批判や科学批

判ととらえられては、かえって不本意である。J(p. 34) と述べている。今回の原発事故を受け

1
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て、原子炉や放射能についての「知識j を身につけることだけでは問題の本質は見えてこない

のである。菅波は「福島原発事故を受け、私たちがこれからをどう生きるか、としづ問題を考

えるにあたっても、私たちは、過去の様々な公害被害、とくに水俣病の問題に、政府がどう対

処したかを知ることが必要ではないか。さらには広島、長崎等の原爆被害、沖縄の基地問題と

原発問題は、根本で切り離せない関係にある。J(p. 39) と論じている。

人権問Oの|鴇田聡一部は、 680号 (2012.06)の「原発震災 3.11以後の平和教育一人権問。

としてのボランティア実践-Jにおいて、「安全神話jによって原発の危険性を隠蔽しながら原

発建設を推進してきた政府や電力会社の責任を問うとともに平和運動の側の「責任Jについて

も次のように総じている。

「核兵器廃絶を訴えながら原子力の「平和利用Jを積極的に受容してきた平和運動にも、ヒ

ロシマ、ナガサキ、ビキニに続く「ヒバクシヤj を生み出した責任の一端があるのではないで

しょうか。こうした観点から、私たちは事故産後、「原発Jr放射線被ばく j とりわけ「内部被

ばく j に関する学溜機会を複数回設け、四月末には「福島原発事故緊急報告ー放射線被爆を考

える-J と題したシンポジウムを開催しました。J(p. 33) 

解~ß3たちの人権限0 は、事故から半年経過した時点で、 E本社会における権利規範・社会保

磁の不備が原発避難者の苦境を生み出しているのではなし 1かと考えるようになったという。福

島原発事故に対する取り組みを経験したボランティアが、「普通的な「人権問題j として、在日

コリアンや沖縄に関する歴史的差別を学習し、 E本社会を変える人権問Oの担い手となっても

らうことJ(p. 38)が、人権NGOとしてのボランティア実践の目的でもあると主張している。

こうした NPO、NGOなどボランティア団体が反原発、脱原発の問題意識をもって学習活動を展

開しているのに対して、社会教育職員から原発問題に対する取り組みの報告はみられないので

ある。そうした中で千葉悦子は「原発事故に直面して、原子力発電を学ぶ機会が皆無であり、

「原発学習j が欠落していたことに初めて気づいたのである。J(677号 (2012.03)、p.5) と、

これまでの社会教育のあり方について反省の必要を指摘している。また、手塚英男は、 683号

(2012. 09)の「かがり火Jにおいて、 f原発安部室j と呼ばれている福井県若狭湾沿岸地域につ

いて次のように論じている。

「福井市を訪れ、公民館の女性職員たちと話しをする機会をもつことができました。国が大

飯原発 3・4号機の再稼働を決定した数毘後でした。(路)これまで「安全神話j と「必要神話J

(食ってし 1くため、生きていくために原発は必要)に異議を唱えることは、多くの県民にとっ

ては長らくタブーに近いものでした。公民館も原発問題の学習に尻込みし、自己抑制してきた

と彼女たちは語ります。J

先に「原発学習j を欠落させてきたこれまでの社会教育を批判的に捉えた千葉悦子は、しか

し、「放射能についての無理解が原発被災者の差別・排除を招く懸念も生じている。ここでも成

人教育版の広範な学びの実践が求められているのである。J(677号 (2012.03)、p.9) と、「対

号越える社会教育の役割j を強調している。
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4-2. 支援のあり方

673号 (2011.11) に掲載された呂本環境会議事務局長寺西俊一氏へのインタピ、ュ~í東日本

大震災が賎し功￥けていることjのなかで¥寺蓄は fサスティナブ、ノレ・エデュケーションJ(p. 19) 

における専門家・よそ者(後方支援部隊)の役誤について、被災地域を、専門家やよそ者が勝

手に護輿・再生の留を捲ける白地のスペースと考えてはならないということ、もうひとつは、

人々の暮らしの歴史と文化、そして、そのなか、で培われたストックをきちんと記畿して継承し

ていく仕事の重要性を指摘している。

東北大学大学説教育学研究科「震災子ども支援室Jの加藤道代は、 f支援者としての感覚と技

術を高めることが私たちの努めである。間い続けることを恐れず、わかった気にならず、一人

ひとりの誌を了寧にお関きしながら、できることを考えたい。ひとまず 10年間、

に考えていきたい。 (675号 (2012.01)、 p.63) と記している。

被災地女性の支援団体「みやぎジョネットJ事務局長草野裕子は、 fこのたびの激甚被災地は

ことさら慣習を大切にする地域で、これまで女性たちがさまぎまなチャンスに触れる機会が少

なかった。自分なりの考えを持っていても、和を乱さぬよう

そのたがに緩みが生じている。(路)清報や自ら

るという O しかし今、

る壌の提供など、技術や知識

をもった伴走が、最も求められている。J(679号 (2012.05)、p.53) と専門技術や知識をもっ

支援者の必要性を指摘している。

rRE :プロジェクトJ(主催:仙台市べ公財)仙台市市民文化事業団)の問、禅紘子は、被災

地域の人々に寄り添って復興支援を考えるためには、 f地域鐙有の暮らしが紡いでもきた価値J争

再発見、再認識する必要があると次のように論じている

rrここはどうしづ場所で、どんな暮らしがあったのだろうJ私が、津波の被害?の大きかっ

仙台市沿岸部を震災後初めて訪れたときに患ったことでした。(路)地域を「知らなしリがゆえ

に、想像できないことがたくさんあるーそれに気づいたとき、地域で培われてきた暮らしや文

化を知らずに、ただただ自の前の悲惨さばかりを嘆いていたのでは、この震災が私たちから失

わせたものの本質にたどり着けないのではなし 1かと思いました。J(683号(2012年9月)、 p.54)。

こうした危機惑から立ちあげられたのが rRE(リ):プロジェクトj で、あった。出j撃は、「自然

と向き合う丁寧な暮らしや、人付き合い等、決してお金には代えられない、時間と人が育んで

きた価値を、取材を通して考えさせられています。J(p. 55) と記している。

5. r3. 11後社会Jの構想、と社会教育の諜題

r3.11後社会j について、『月刊社会教育J誌上でどのようなメッセージが発信されたのか

についてみてみることにしたい。

震災発生から半年が過ぎてなお、被災地域では復旧、復興への展望が開けない状況のなかで

末本裁は、 r3.11後社会j の問題に社会教育はどのように向き合うべきなのかということにつ
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いて、 675号 (2012.01) r r働く j若者の力一3.11後の社会へj において末本自身の 1995年の

抜神淡路大震災での経験を交えて、若者世代への期待を論じている。

阪神淡路大震災後に、末本が属する「阪神社会教育研究会jは、「震災復興と社会教育の課題J

としづ大媛災と社会教育に関する総括をおこなっている。末本はこの時の経験と比べて東日本

大幾災の特徴を 7点にわたって整理しているが、そのなかで最も大きな違いと思われるのは「原

発事故j の発生と絞神間の都市型社会教育に比べて農魚村地域社会に根づいた「社会教育j の

蓄積であると論じている。

末本は「原発事故の問題j では、子どもを体内被爆からどう守るか、風評被害の問題等と並

んで社会教育にとって重要な課題を投げかけたこととして、「被災直後からの政府や企業の対応、

マスコミ報道などから垣間見えた'情報操作J(p. 7) の問題を指捕している。また、社会教育活

動の蓄積の遠いについて、末本は、阪神間では都市型の公民館であるために社会教育の地域へ

の浸透は浅かったため、震災復興の過程で社会教育の出番は少なく、公民館等を復興の拠点に

するという展開は見られなかった、と指摘している。一方、被災した東北各県では「農山漁村

が多く、その分、社会教育の地域的な基盤がしっかり存在するJ(p. 7) ので、公民館などの社

会教育施設が避難月rrとしてだけでなく、復113、復興の拠点として機能することが期待される、

と論じている。末本によれば、阪神淡路大震災は「ボランティア元年j と呼ばれ、「行動による

学びj という来rrしい社会教育の世界を開いたのに対して、 3.11後の社会を枠づける大きな枠組

みの一つは、 f持続可能な社会j というキーワードであろうと指摘している。末本は「未来を見

越して、われわれは今何をするのか。Jと問う。このことを社会教育の問題として考えると、「現

在を生きるわれわれは今まで、述べてきた諸課題を、未来の世代とりわけ今の若者に蓋接に託す

のだとしづ事実にいきあたる。J(p. 11) と記している。これまでの社会教育における若者の位

指導の対象で、あったかもしれないが、 r3.11後社会jの課題には、これまでのように「指

導jの基軸となる「解jは存在しないのである。「指導jなるものが成り立たない時代のなかに、

われわれは入り込んでいることを自覚し、 rr若者の力j に依拠しながら、それに寄り添い、と

もに現実の課題に向かうとしづ姿勢が求められている。J (p. 12) と、 r3.11後社会j の社会教

育の方向を示唆している。

鈴木敏正は 677号 (2012.03)の「かがり火:r3.11後社会教育Jに向けてj のなかで、つぎ

のように論じている。

f東日本大媛災後のボランティア活動は、阪神淡路大震災後に比べても低調だといわれてい

る。事業型NPOや非市民系 NPOが展開するなかで、市民と NPO五回哉の事離がみられるとしづ O

市場競争激化のなかで、市民運動的側面を見失った協同組合の経営主義が目立つとされている。

しかし、この日の討論11をとおしてボランティア、 NPO、協同組合それぞれの可能性があらため

て明らかになった。そしてともに「人間らしさの復興j をめざしているがゆえに、相互のネッ

トワークと協同が必要であり、可能であることが確認できた。j

鈴木は、ボランティア、 NPO、協同組合の相互のネットワークが可能であることに r3.11後
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社会J構築への方向を確信した、と述べている。その方向とは、鈴木によれば社会的排除問題

と地球的環境問題を克服する f持続可能で包容的な社会j に向けた敢り組みである。

おわりに

本稿では社会教育の啓蒙雑誌である『月刊社会教育i誌が東日 る

関係者のレポートや福島原発事故問題にかかわってのどのようなメッセージを発信したのかに

着冒して記事内容の考察を行った。この作業を通じて、以下のことが明らかとなっ

1 )公民館をはじめ社会教育施設は、 ら被災者の避難場所として機能

指定避難所で、はなかったにもかかわらず、職員の判断で避難所と

設もあった。

2)避難所では、被災者同士あるいは被災者と支援者のあいだで相互扶助のコミュニティ(I匂災

害ユートピアJ) が形成された。

3)地域の復興支援に当たっては、自治公民館が拠点となっていた。

4) NPO、NGOなどが復興支援に貢献し、行政では行きとどかない支援事業を行っていた。

中には

した施

5)原発問題については、社会教育研究者からこれまでの社会教育が

させてきたことへの反省が論じられてし 1る。 f3.11 ~ITJ から

できた民間自棒からは r3.11後j の学習活動が多様に展開されていること

に敢り組ん

された。

しかしながら、社会教育職員からそうした報告はされてし 1ない0

6) 2011年 5克から 2012年 12月ま

事など社会教育職員は8人にすぎない。そのため社会教育関係職員が復興支援にどのよう

にかかわったのかを評価することはできなかった。

l原発災害によって非難指示を受け、非難をした市民(双葉郡8町村+飯館村+南相馬市、田村市、)11俣

町の一部)は 10万人程度と見積もられている。(~世界~ 842号、 2013年 4月、 p.86)
2 鈴木敏正『持続可能で包容的な社会のために 3.11 後社会の「地域をつくる学びJ~ 、北樹出版、 p.2160
3 向上、 p.2230

4 山秋真『原発をつくらせない人びと ~ (岩波新書)2012年 12月、 p.20

5 ~世界~ 671号、 2000年 2月号、 pp.134'"'-'135 0 

6 ~世界』第 826 号(5J1J冊)、 2012 年 1 丹、 p.2320
7 玄田有史『希望のっくり方~ (岩波新書)2010年 10丹、 p.340

8 レベッカ・ソノレニット『災害ユートピア』亜紀書房、 2010年 12月、 p.10 0 

吉向上、 p.110 

10以下、 『月刊社会教育』からの引用頁はで引用後にで記す。

11 2012年 12月 14日に北海道大学教育学研'究院で開催された「大麓災からの復興とボランティア.NPO・

協同活動J。
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